
低所得者の施設利用にかかる食費・居住費
の減額条件を変更

介護給付費の財源内訳
（居宅サービスの場合）

65歳以上の
保険料
22.0%

40～64歳の
保険料
28.0%

国の負担金
25.0%

県の負担金
12.5%

市の負担金
12.5%

半分を皆さんの保険料で、残りの半分を
公費からの負担で運営する制度です。

一律　１割
上記以外の方　　　　　　　１割

一定以上の所得がある方　　2割

現役並み所得者　　上限額　　　　　　　　44,400円

一般世帯　　　　　上限額　　　　　　　　37,200円一般世帯　　　　　上限額　　　　　　　　37,200円

市　政　情　報 市　政　情　報

住宅改修・福祉用具購入の
受領委任制度がスタート

一定以上の所得がある利用者の自己負担を２割に変更

特別養護老人ホームの入
所基準を要介護３以上に
変更

住宅改修などを行った場合、掛かった費
用の９割を利用者に支給する制度

今まで
利用者は、いったん全額を事業者に支
払った後、市から９割分を受給

改正後
希望する利用者からの申請により、９
割分を市が直接事業者（※）に支払います。
利用者は１割分のみ事業者に支払い、全
額を支払う必要がなくなります。

※土岐市に登録のある事業者のみ

今まで
サービス利用料の自己負担は、原則として一律１割

改正後
一定以上の所得（※）がある65歳以上の方は、サービス利用料の自己負担が２割

※本人の合計所得金額が160万円以上で、同一世帯の第１号被保険者の年金収入とその
他の合計所得金額が単身世帯で280万円以上または２人以上世帯で346万円以上の方

今まで
要介護１～５の方が入所可能

改正後
原則要介護３以上に限定（既に入所
している方は除く）。ただし、やむを
得ない事情がある場合は要介護１、２
の方でも入所
が認められる
ことがありま
す。

H27.４
月～

H27.8
月～

H27.４
月～ 介

護
保
険
制
度
が
変
わ
り
ま
す

平
成
27
年
４
月
か
ら
介
護
保
険
制
度
が
段
階
的
に
改
正
さ
れ
ま
す
。

今
回
は
、
改
正
の
ポ
イ
ン
ト
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

高
齢
介
護
課
（
内
線
１
５
８
）

介
護
保
険
料
は
、
給
付
費
な
ど
に
応
じ
て
３

年
ご
と
に
見
直
す
こ
と
と
な
っ
て
お
り
、
平
成

27
年
度
が
そ
の
年
に
な
り
ま
す
。

介
護
保
険
制
度
が
平
成
12
年
度
に
始
ま
っ
て

以
来
、
高
齢
者
人
口
は
大
幅
に
増
加
し
、
少
子

高
齢
化
が
ま
す
ま
す
進
行
し
て
い
ま
す
。
こ
れ

に
伴
い
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
が
大
幅
に
増

え
、
介
護
給
付
費
も
年
々
増
加
し
て
い
ま
す
。

そ
の
た
め
平
成
27
年
４
月
か
ら
保
険
料
を
引
き

上
げ
な
け
れ
ば
な
ら
な
く
な
り
ま
し
た
。
介
護

保
険
制
度
の
健
全
な
運
営
の
た
め
、
ご
理
解
と

ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

介
護
保
険
料
が
変
わ
り
ま
す

65
歳
以
上
の
方
で
、
介
護
保
険
料
を
年
金
か

ら
の
天
引
き
ま
た
は
口
座
振
替
で
納
め
る
方
に

は
４
月
10
日（
金
）に
納
入
通
知
書
を
、
納
付
書

で
納
め
る
方
に
は
４
月
15
日（
水
）に
納
付
書
を

そ
れ
ぞ
れ
送
付
し
ま
す
。
今
年
度
中
に
65
歳
に

な
る
方
に
は
、
誕
生
月
ま
た
は
そ
の
翌
月
に
送

付
し
ま
す
。

介
護
保
険
料
通
知
書（
仮
算
定
）を

送
り
ま
す

平成27年4月から
65歳以上の方の
保険料基準月額

旧4,373円
⬇

新5,600円
この基準月額を
基に９つの所得段
階に応じた割合を
掛けて保険料を決
定します。

現役並み所得者がいる世帯の高額介護サービス費の利用者負担限度額を変更

同じ月に利用したサービス利用料の自己負担合計額が、世帯の所得区分による上限額を超えた場合、超えた分が
利用者に支給される制度

今まで
「一般世帯（上限額…37,200円）」を含む4つの所得区分に分類

改正後
所得区分に「現役並み所得者（※・上限額…44,400円）」を追加し、５つの区分に分類

H27.8
月～

※同一世帯に課税所得145万円以上の
方がいて、年収が単身で383万円以
上、夫婦で520万円以上

70歳未満の方の高額医療・高額
介護合算制度の限度額を変更

年間（８月～翌年７月）の医
療費と介護サービス利用料の
自己負担合計額が限度額を超
えた場合、超えた分が利用者
に支給される制度

改正後
平成27年８月～平成28年７月の利用分から、

所得に応じた限度額が、一部の方で変更になり
ます。

介護保険施設・ショートステイ利用者で市民税非課税世
帯の方の、食費や居住費が減額される制度

改正後
▷世帯分離後の配偶者が市民税を課税されている場合は、
減額の対象外
▷預貯金などが一定額（※）を超える場合は、減額の対象外

※単身で1,000万円または夫婦で2,000万円

H27.8
月～

H27.8
月～

介護予防・日常生活支援総合事業
（新しい総合事業）がスタート

改正後
要支援１、２の方または要支援になる恐れの

ある方の生活支援ニーズに、地域全体
で応えていくための新しい総合事業が
始まります。
要支援者向けのデイサービスとホー

ムヘルプサービスが、市で行う「介護
予防・日常生活支援総合事業」に移行
します。

H29.4
月

までに
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